
 

衛生科学センター整備に係る PPP/PFI 手法導入可能性調査の中間報告について 

 

１ 概要 

令和５年６月に策定した「滋賀県衛生科学センター整備基本計画」において、PPP/PFI 手法導入（分析・検

査業務等を除く）の簡易検討の結果、PPP/PFI 手法の導入に適すると評価されたことから、「滋賀県

PPP/PFI 推進ガイドライン」に基づき、さらに詳細な費用等の検証を行い、最も適切な整備手法を検討するた

め、今年度、PPP/PFI 手法導入可能性調査を実施している。現時点の検討状況についてご報告するもの。 

 

２ 調査事項 

先行事例の調査、民間事業者の参入可能性の調査、PPP/PFI 手法導入可能性の検討等 

（委託先：日本経営システム・みずほ総合研究所ＪＶ） 

   

３ 主な調査の状況 

（１）先行事例と衛生科学センターとの比較 

PFI 手法により整備された同種研究施設のうち、運営（Operate：O）に中核業務（分析・検査業務等）を含 

まない事例の整理、衛生科学センターの外部委託可能性業務の検討と、その費用対効果の検証を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

衛生科学センター職員への調査から、類似施設同様、維持管理業務をＰＦＩ事業に加えることを前提に検討。 

業務量調査の結果では、外部委託とする事務量が、コスト削減するまでのボリュームがなく、効果は限定的で

ある。また、地方衛生研究所で PFI事業を実施している先行事例自治体へのヒアリングでは、運営に際して民

間のノウハウを活用できる場面は限定的との意見を聴取している。 

 

（２）民間事業者の参入可能性の検討 

ＰＦＩ事業に占める割合の多い、建設業者１１社（うち県内４社）ほか、設計業者・機器調達業者事業社等１６社

に対し、参入意欲等の調査を実施している。現時点で確認できている内容は下記のとおり。 

 

主な調査項目等 調査状況（R5.11.30 現在） 

事業への参入意欲 意欲あり：１１社（未回答５社） 

希望する事業手法 従来型手法：２社、PPP/PFI 手法６社、未定（調査中）：３社、未回

答５社 

事業期間（O） 15 年未満：５社、15 年以上：１社、未回答（調査中）１０社 

県内企業との連携の可能性 可能性あり：５社、わからない（調査中）：６社、未回答５社 

 地方衛生研究所 他研究施設 

対象事例 神奈川県衛生研究所特定事業 

愛知県衛生研究所（愛知県環境部） 

東京大学クリニカルリサーチセンター 

東京大学(地震)総合研究等施設整備事業 

採用手法 BOT 方式：神奈川県、BTO 方式：愛知県 BTO 方式：2 事例とも 

事業期間 

(O) 

神奈川県：維持管理・運営期間30 年 

愛知県：17.5 年間 （実施設計・建設期間

2.5 年間、維持管理期間15 年間） 

設計、建設、維持管理、運営20 年間 

設計、建設、維持管理、運営15 年間 

業務範囲 神奈川県：建設、維持管理 

愛知県：実施設計、建設、維持管理 

２事例とも、設計・監理、建設、維持管理 

厚生・産業常任委員資料１１ 

令和 5 年（2023 年）12 月 14 日 

健 康 医療 福祉 部健 康危 機管理 課 
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４ PPP/PFI 手法導入可能性の検討 

（１）採用手法 

PPP/PFI 手法の候補（以下「採用手法」という。）は、BTO 方式（O は維持管理業務のみ）および BT 方式、

DB 方式で比較した。 

 

（２）従来型手法と採用手法の比較整理（基本計画公表時の整備金額による比較） 

 
評価項目 

採用手法 

従来型手法 BTO 方式（PFI） BT 方式（PFI） DB 方式（PPP） 

定量

的評

価 

 

整備費用 

VFM（削減率） 

－ ○ ○ ○ 

25.3 億円 

 

23.5 億円 

0.69 億円（2.2%） 

22.9 億円 

2.12 億円（8.4%） 

22.9 億円 

2.12 億円（8.4%） 

定性

的評

価 

事業者の参入可能

性 

○ ○ ○ ○ 

・意向あり ・意向あり ・意向あり ・意向あり 

競争性発揮による

サービス水準（維持

管理）の向上 

－ ○ － － 

 長期的なメンテナン

ス、事務負担軽減 

・  

県経済への影響 

県内企業の 

参画しやすさ 

○ △ 〇 〇 

・参入意欲あり ・単独では、SPC 設

立、事業期間の長期

化がネック 

・参入意欲あり ・参入意欲あり 

財政負担の軽減効

果 

－ ○ ○ ○ 

 ・設計・工事の一括発

注による事業費の

縮減効果の期待。 

・財政負担の平準化 

・設計・工事の一括発

注による事業費の

縮減効果の期待 

・設計・工事の一括発

注による事業費の

縮減効果の期待 

 工期 ・令和１０年度以降 ・令和９年度中予定 ・令和９年度中予定 ・令和９年度中予定 

（基本設計DB 手法） 

※前提条件 

BTO方式：業務範囲は設計、建設工事、解体撤去工事、維持管理とし、事業期間は15年、費用支払いは、事業期間を

通じた分割払い。 

BT 方式 ：業務範囲は設計、建設工事、解体撤去工事とし、事業期間は約 2.5 年、費用支払いは建築物の引き渡し時

に一括払いとする。 

DB 方式 ：業務範囲は設計、建設工事、解体撤去工事とし、事業期間は約2.5 年とする。費用支払いは分割払いも可。 

 

（３）PPP/PFI 手法導入可能性 

現時点では、従来型手法との比較、県内業者の参画意向を踏まえると、PFI手法（BT方式）またはDB方式

の導入による整備が優位である 

 

５ 今後の予定  

・令和６年度当初予算編成過程において PPP/PFI 手法導入の適否を決定 

・サウンディング調査結果による業者の参入意欲、ＤＢ方式の研究、国庫補助金の適用可否を確認し方針決定 

・令和６年３月 県議会２月定例会議厚生・産業常任委員会に最終報告書案を報告予定 
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○…効果が大きい、△…これまでと同等、×…これまでより効果は低い 
視点 従来方式 BTO BT DBO DB 

行政側の視点      
財政負担の低減 △ 

設計、建設、維持管理、

運営のそれぞれについ

て個別に発注するた

め、民間事業者側でボ

リュームディスカウン

ト、一体で行うことに

よる効率化等が見込め

ず、費用はこれまで通

りとなる。 

○ 
設計、建設、維持管理、

運営の民間ノウハウを

活かした整備によりコ

スト削減が期待され

る。 

○ 
設計、建設の民間ノウ

ハウを活かした整備に

よりコスト削減が期待

されるが、BTO と較べ

ると維持管理・運営が

含まれていない分、効

果は限定的。 

○ 
設計・建設の一括発注

及び維持管理・運営の

一括発注を包括して発

注するため、民間ノウ

ハウを活かした整備に

よりコスト削減が期待

される。 

○ 
設計、建設の民間ノウ

ハウを活かした整備に

よりコスト削減が期待

されるが、DBO と較べ

ると維持管理・運営が

含まれていない分、効

果は限定的。 

財政負担の平準化 △ 
地方債の発行と自己財

源及び国の補助金によ

って建設費を負担し工

事期間中に支払う。地

方債以外の部分での平

準化は望めない。 

○ 
地方債の部分に加え、

民間資金活用部分は事

業期間に渡って平準化

され支払うことにな

る。 

△ 
地方債の平準化効果は

従来方式と同等。民間

式活用部分は施設引渡

時までに支払うため、

平準化効果は限定され

る。 

△ (従来方式と同じ) 

地方債の発行と自己財

源及び国の補助金によ

って建設費を負担し工

事期間中に支払う。地

方債以外の部分での平

準化は望めない。 

△ (従来方式と同じ) 

地方債の発行と自己財

源及び国の補助金によ

って建設費を負担し工

事期間中に支払う。地

方債以外の部分での平

準化は望めない。 
発注事務の負担低

減 
△ 
設計、建設、維持管理、

運営のそれぞれについ

て個別に発注するため

契約本数だけ(毎年度)
事務(契約手続き、予算

取り)が発生する。 
専門的な事務手続きも

自らやる必要がある。 

○ 
PFI 特有の事務手続き

が増えるが、アドバイ

ザーが入るため、専門

的な事務手続きは委託

されることになる。毎

年度の契約や予算取り

は不要。 

△～○ 
PFI 特有の事務手続き

が増えるが、アドバイ

ザーが入るため、専門

的な事務手続きは委託

されることになる。 

○ 
設計・建設の一括発注

及び維持管理・運営の

一括発注を包括して発

注する。専門的な事務

手続きをアドバイザー

へ委託できるのであれ

ば、専門的な事務手続

きはしなくても良くな

る。毎年度の契約や予

算取りは不要。 

△～○ 
設計・建設の一括発注。

専門的な事務手続きを

アドバイザーへ委託で

きるのであれば、専門

的な事務手続きはしな

くても良くなる。 
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視点 従来方式 BTO BT DBO DB 
リスクの適切な民

間移転 
△ 
公共がほとんどのリス

クを負っている。 

○ 
一括発注により、設計

不備、性能不足、運営・

維持管理費の増額等の

各種リスクの移転が可

能になる。 

○ 
一括発注により、設計

不備、性能不足の各種

リスクの移転が可能に

なる。BTO 方式に比べ

ると運営・維持管理費

部分がないため、限定

される。 

○ (BTO と同じ) 
一括発注により、設計

不備、性能不足、運営・

維持管理費の増額等の

各種リスクの移転が可

能になる。 

○ 
一括発注により、設計

不備、性能不足、の設計

～建築までの各種リス

クの移転が可能にな

る。DBO 方式に比べる

と運営・維持管理費部

分がないため、限定さ

れる。 
 
 

維持管理のしやす

い施設 
△ 
分離発注であるため、

維持管理まで考慮され

た設計・建設とならな

いこともある。 

○ 
維持管理・運営も一括

発注するため、それら

を考慮した設計・建設

となることが期待され

る。 

△ 
維持管理・運営を含ま

ないため、確実に維持

管理しやすい施設とな

るかは分からない。 

○ (BTO と同じ) 
維持管理・運営も一括

発注するため、それら

を考慮した設計・建設

となることが期待され

る。 
 
 

△ (BT と同じ) 
維持管理・運営を含ま

ないため、確実に維持

管理しやすい施設とな

るかは分からない。 

事業の継続性 △ 
単年度発注が主であ

り、民間事業者の破綻

等による事業中止リス

クは小さい。 
一方、事業監視は公共

が行う必要がある。 

○ 

SPC と契約した場合

は、構成企業の倒産の

影響を受けて事業が停

止することはない。 
また、公共の事業監視

に加え、SPC に融資す

る金融機関の監視がな

されることで、事業の

継続が期待される。 

○ (BTO と同じ) 
SPC と契約した場合

は、構成企業の倒産の

影響を受けて事業が停

止することはない。 
また、公共の事業監視

に加え、SPC に融資す

る金融機関の監視がな

されることで、事業の

継続が期待される。 

○ 
維持管理・運営部分を

SPC と契約した場合

は、構成企業の倒産の

影響を受けて事業が停

止することはない。 
また、公共の事業監視

に加え、SPC に融資す

る金融機関の監視がな

されることで、事業の

継続が期待される。 
 
 
 

△ (従来手法と同じ) 
単年度発注が主であ

り、民間事業者の破綻

等による事業中止リス

クは小さい。 
一方、事業監視は公共

が行う必要がある。 
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視点 従来方式 BTO BT DBO DB 
民間事業者側の視点      

収益性の確保 △ 
自社の事業範囲のみで

あり、通常の収益確保

が可能。 

○ 
設計、建設、運用、維持

管理の範囲の工夫次第

で長期にわたって安定

的に収益性を高めるこ

とが可能。 

○ 
設計、建設の範囲の工

夫次第で収益性を高め

ることが可能。 

○ (BTO と同じ) 
設計、建設、運用、維持

管理の範囲の工夫次第

で長期にわたって安定

的に収益性を高めるこ

とが可能。 

○ (BT と同じ) 
設計、建設の範囲の工

夫次第で収益性を高め

ることが可能。 

・参画の容易性 
・業務範囲 

△ 
自社の事業範囲でのみ

参画が可能。 

(主幹企業) 
× 
自社の事業の範囲を超

えて他の機能の企業を

取りまとめる必要があ

り、業務範囲は広がる。 
また、事業期間が長期

に渡ることが参入障壁

となることがある。 
(構成企業) 
△ 
自社の事業範囲でのみ

参画が可能。 

(主幹企業) 
× 
自社の事業の範囲を超

えて他の機能の企業を

取りまとめる必要があ

り、業務範囲は広がる。 
(構成企業) 
△ (BTO と同じ) 
自社の事業範囲でのみ

参画が可能。 

(主幹企業) 
× (BTO と同じ) 
自社の事業の範囲を超

えて他の機能の企業を

取りまとめる必要があ

り、業務範囲は広がる。 
また、事業期間が長期

に渡ることが参入障壁

となることがある。 
(構成企業) 
△ (BTO と同じ) 
自社の事業範囲でのみ

参画が可能。 

(主幹企業) 
× (BT と同じ) 
自社の事業の範囲を超

えて他の機能の企業を

取りまとめる必要があ

り、業務範囲は広がる。 
(構成企業) 
△ (BTO と同じ) 
自社の事業範囲でのみ

参画が可能。 

資金調達 △ 
公共が行うが、支払い

までのつなぎ資金は必

要。 

△～× 
民間事業者が行う必要

があり、借入による金

利負担等の資金調達コ

ストが発生するもの

の、事業費として上乗

せされる 

△～× 
民間事業者が行う必要

があり、借入による金

利負担等の資金調達コ

ストが発生するもの

の、事業費として上乗

せされる 

△ (従来方式と同じ) 
公共が行うが、支払い

までのつなぎ資金は必

要。 

△ (従来方式と同じ) 
公共が行うが、支払い

までのつなぎ資金は必

要。 

リスク負担 △ 
ほぼすべてのリスクは

公共が負っている。 

× 
一括発注のため、相応

のリスクを負う必要が

ある。 

× 
相応のリスクを負う必

要がある。維持管理・運

営がなく、BTO のリス

クに比べると限定的 

× (BTO と同じ) 
一括発注のため、相応

のリスクを負う必要が

ある。 

× 
相応のリスクを負う必

要がある。維持管理・運

営がなく、DBO のリス

クに比べると限定的 
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5 

 
定性面での総合評価 

 従来方式 BTO BT DBO DB 
評価の凡例 
 
○…他の方式と比較

して優れている 
 
△…他の方式と同等 

 

×…他の方式と比較

して劣っている 

× 
公共側の視点からは、

馴染のある手法である

こと、事業中止リスク

が低いことがメリット

としてある。一方で、分

離発注ゆえに財政負担

の低減に繋がらない、

平準化も大きくは望め

ない、リスクは公共で

負う必要がある、維持

管理まで考慮された施

設とならない可能性が

ある、事業監視は公共

で行う必要がある、と

いったデメリットがあ

る。 
民間の視点からも、得

意分野で参加すること

ができ、リスクも低い

ことから参入しやすい

ことから参加者は増え

る。 

○ 
公共側の視点からは、

維持管理・運営までの

一括発注で、費用、使い

勝手といった面で民間

のノウハウ活用が可能

で、さらにリスク分担、

事業の継続性、財政負

担の平準化、事務負担

の低減の点でメリット

がある。一方で、PFI 特
有の手続の点ではデメ

リットがある。 
民間の視点からも、自

らの工夫を凝らすこと

が可能である。資金調

達やリスクも増えるた

め、企業体力がありし

っかりしたマネジメン

トを行えば収益の確保

はできるため、魅力の

ある方式と思われる。 

△ 
公共側の視点からは、

設計、建築の一括発注

で費用、使い勝手とい

った面で民間のノウハ

ウ活用が可能で、さら

にリスク分担、事業の

継続性の点でメリット

がある。一方で、PFI 特
有の手続の点ではデメ

リットがある。 
民間の視点からも、自

らの工夫を凝らすこと

が可能である。リスク

も増えるが、しっかり

したマネジメントを行

えば収益の確保はでき

るため、魅力のある方

式と思われる。 

○ 
公共側の視点からは、

財政負担の低減や使い

やすい施設の整備、事

務負担の低減、で一括

発注のメリットが享受

でき、さらに民間事業

者とのリスク分担も可

能、事業の継続性も担

保されるが、財政負担

の平準化は従来手法と

同等となる。 
民間の視点からは、

BTO とほぼ同じである

が、資金調達面は従来

手法と同様である点が

ややメリットがあり、

マネジメントがしっか

りした民間からの参入

が見込める方式であ

る。 

△ 
公共側の視点からは、 
維持管理・運営の分の

メリットが限定される

が、ほぼ DBO と同じ。

事業の継続性のみが従

来方式と同じとなる。 
 
民間の視点からは、維

持管理・運用が含まれ

ない分、効果が限定的

になるが、DBO と同じ

であり、民間からの参

入が見込める方式であ

る。 

 
 
 
 
 
 
  

【定性評価】 
従来方式よりは、BTO 方式、BT 方式のような PFI、DBO 方式や DB 方式の PPP が当整備事業においては、整備目的を達成しやすいと考えられ

る。ただし、維持管理・運営がない BT 方式、DB 方式は、効果がやや限定的になる。 
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滋賀県衛生科学センター整備基本計画【概要版】

【社会的背景】
・昨今の健康危機は、新型コロナウイルスやＳＡＲＳ、新型インフルエンザ等、多様で
高度な対応を要するものに変化してきている。

・地方衛生研究所は、保健所等に対して、専門研修の実施という役割を再確認するとと
もに、従来の機能（試験検査、調査研究、研修指導等）に加え、地域の健康危機管理
の科学的・技術的中核としての機能を強化することが求められている。

・住民の安心・安全を確保するために、地方衛生研究所が発揮すべき機能を明らかに
し、検査・精度管理能力や疫学調査能力等の水準を確保する必要がある。

・原因不明の集団健康異常や新興・再興感染症に起因する重大な健康危機の事例に対応
するために、感染症情報センターの機能強化・充実を図る必要がある。

【整備基本計画策定の経緯と新たな整備の必要性】
・滋賀県衛生科学センター（以下「センター」という。）は、その前身である滋賀県
立衛生研究所の設置以来、衛生行政の科学的かつ技術的中核機関として、調査研究、
試験検査、研修指導および公衆衛生情報の解析・提供等の業務を担っている。

・センターの現庁舎については、旧館が昭和45年、新館が昭和50年に整備され、約50年
の歳月により施設の老朽化が進んでいる。

・県民の安心・安全につながる機動的かつ高度化する要求に応えるため、新興感染症や
再興感染症、食中毒などの健康危機管理事象に対する強靭性を備えた施設・設備や運
営体制を構築する必要も生じている。

・センターの現状と課題を整理し、施設・運営の両面でセンターに求められる機能を
明らかにし、その機能を最大限に発揮する新たなセンターを具現化するために、基本
計画を取りまとめる。

【目指す姿】
・試験検査、調査研究、研修指導、公衆衛生情報の収集・解析・提供、施設・設備の5つ
の視点から今後のセンターに求められる姿を検討し、コンセプトである「健康危機管
理事案に最先端の知見で迅速に対応できる地域に開かれたセンター」を実現する。

【基本方針】

1.基本計画策定の背景と経緯

2.目指す姿・基本方針
コンセプト

「健康危機管理事案に最先端の知見で迅速に対応できる
地域に開かれたセンター」

3.求められる機能

機能 整備方針

試験検査

長期にわたる健康危機管理事案にも迅速に対応できる検査体制を整備

平常時の行政検査も継続できる検査業務を経験した専門職人材の確保など、
様々な健康危機管理事案に迅速かつ機動的に対応できる体制を整備

不良食品や健康被害等の原因究明、行政指導を行うための科学的根拠となり、
安心・安全を醸成する役割や食品等事業者が適切に業務を行っていることの
検証の一助となる信頼性の確保。

試験検査の信頼性確保のための品質マネジメント体制を構築、専門知識と分
析技術を備えた人材を養成、多種多様な物質を測定できる環境を整備

民間検査機関との役割分担、他の試験研究機関との連携

将来的には、センターの検査結果と保健所の疫学調査データを統合した分析

調査研究

調査研究は試験検査と相互補完の関係にあり、行政上必要な試験検査業務を
適切に行い、日常的な調査研究および試験検査結果から生ずる問題点を解明

健康危機の予防的・予見的な視点からの調査研究、実地疫学、データ解析人
材の育成も求められており、先進的な機関との共同調査・共同研究を行う

関係課等へ積極的に情報提供するとともに、県民へもわかりやすく公開

研修指導

職員の経験や技術力を継承することで、研修指導業務を強化

健康危機管理（感染症、食品、原子力災害、健康寿命、精度管理）について
の系統的な研修

研修対象は、保健所職員、市町職員、試験検査機関等職員、医療機関職員、
学校保健関係職員、その他一般住民など幅広く対応

公衆衛生
情報の収
集・解
析・提供

感染症の動向、人口動態調査など統計情報、地域における健康事象を随時把
握・解析し、関係機関や地域住民に積極的に情報提供

県、市町と連携を図り、収集・解析した情報を行政施策の企画立案に生かす
ため、センターが保有する情報を統合して分析するデータサイエンスの活用

データサイエンススキルを習得できる研修体制の構築

ホームページだけではなく、SNS等を活用した地域住民への情報発信
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4.施設整備 5.事業スキームの検討
【建替地と配置計画】 【検討方針】

・従来型手法と複数のPPP／PFI方式を対象にして、
「PPP/PFI手法導入優先的検討方針」に定められて
いる「PPP/PFI手法簡易定量評価調書」を用いて、
従来型手法による場合との比較による簡易な検討を
行った上で、詳細な検討を実施することとする。

【簡易検討の結果】
・基本計画策定時に実施した簡易検討の結果は、民間
に運営を委ねる範囲によるが、整備費および運営費
に対し、DBO方式の場合1.39億円、BT方式の場合
2.12億円と定量的には財政支出削減が見込まれる。

・PPP／PFI手法について、メリット・デメリットや、
施設設置の目的達成といった定性的な事項も含めた
詳細な導入可能性調査を行い、導入の適否を評価す
ることとする。

・滋賀県草津市笠山7丁目4番43号
旧歯科技工士専門学校敷地

・敷地面積：3,380㎡

・延床面積：3,800㎡
・5階建ての新棟と附属棟に分けて配置する。
・南側に駐車場を確保する。
・東側に廃液処理装置のスペースを確保する。
・新棟へのアプローチは北側からとする。

【各階ゾーニング】
・1階は事務や重量の重い機器を設置する放射能測定
エリアを計画する。

・2階は放射能測定エリアとの連携も必要な理化学係、
3階と4階に微生物係を配置する。

・4階は研修室や図書室、共用スペース等を配置する。
・5階は他のエリアとは分けた動物舎を設ける。
・具体的な諸室計画については、実施設計の中で検討
する。

事務 理化学係（放射能測定）

理化学係

微生物係

微生物係共用

動物舎

１F

２F

３F

４F

５F

【施設に必要な性能・設備】
（１）健康危機管理に対応できる強靭性のある施設整備
（２）安心・安全な施設整備
（３）効率的な業務運営に配慮した施設整備
（４）セキュリティ対策を講じた施設整備
（５）多様な人にやさしい施設整備
（６）環境に配慮した施設整備
（７）デジタルを活用した「届ける」を意識した施設整備
（８）交流・関心が生まれるオープンな施設整備
（９）フレキシビリティのある施設整備

6.施設整備費用

項目 金額

基本計画・調査等委託費 ０．６億円程度

建築費（設計費・監理費） ２．０億円程度

建設工事費 ２３．３億円程度

合計 ２５．９億円程度

7.事業スケジュール

年数 実施事業

令和3年度 【あり方検討】

令和4年度 【基本計画検討】

令和5年度 【基本計画策定】
【PFI詳細検討】

令和6年度
【実施方針策定】

【入札・契約関連事務】

令和7年度 【実施設計】

令和8年度 【工事】

令和9年度 【工事・移設】
供用開始
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